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１．はじめに

近年、国民経済計算に係る国際会議等において、産業

連関表や供給使用表（Supply and Use Tables。以下、「SUT」

という。）に企業の異質性を組み入れる形で拡張するこ

とが提案されており、その方法論について活発な議論が

行われている（OECD, 2018）。これまでのところ、輸出・

非輸出、本邦・外資、大・中小、海外子会社の有無とい

った異質性が提案されてきた。

供給使用表の拡張については、既に OECD が公表し

ている付加価値貿易（Trade in Value Added。以下、 「TiVA」

という。）指標の改善方法として、OECD 拡張供給使用

表（Extended Supply and Use Table。以下、「ESUT」とい

う。）専門家グループにおいて検討されてきた 2。そうし

た動きを踏まえ、萩野（2015、2016）や萩野・時子山（2016）

は、我が国の SNA 産業連関表の拡張方法を検討し、萩野・

田原・時子山（2017）は、我が国の企業を輸出企業と非

輸出企業に区分する形で同表輸入表の作成・拡張を行っ

た。これは、産業連関表において輸出財生産への輸入中

間財の投入比率を産業毎に一律に決定していく（産業毎

に同一の係数を適用する）ことが実態を反映しておらず、

国内付加価値と国外付加価値への分割において妥当でな

い、との指摘に対応するものであった。

これまでの SNA 産業連関表拡張の検討結果を整理す

ると、以下の通りである。すなわち、我が国では、国際

貿易における外資企業のウェイトが小さく外資・本邦に

よる産業分類の細分化は有用でない（萩野 , 2015）との

認識の下、輸出・非輸出による細分化を進めてきた。と

ころが、化学等の素材産業では、輸出企業と非輸出企業

の間の輸入中間財比率の違いがマイナスとなり、「非輸

出企業が多く輸入する」との結果になることが明らかに

なった（萩野・時子山 , 2016）。これは、「輸出企業は多

く輸入する」といった OECD 等の想定と異なるもので

あったため、OECD 等との議論を重ねた。この際、素材

産業については企業規模が重要であり、輸出・非輸出で

はなく、大・中小企業といった企業の規模に基づいて区

分する方法が検討の俎上に上った。この間、海外主要国

の事例をみると、海外子会社を持つ企業と持たない企業

で区分する（米国のケース）、加工産業と非加工産業で

区分する（中国のケース）、保税地区と非保税地区で区

分する（コスタリカのケース）等、企業の異質性の捉え

方について、様々なアプローチが併存することが分かっ

た。

最近では、供給使用表の拡張が、経済のグローバル化

に対応した国民経済計算の改善の方向性として示される

ようになり（OECD, 2018）、供給使用表の拡張は、TiVA

の改善に止まらず、国民経済計算の本体系に関わるもの

として位置付けられることとなった。そこで、わが国で

も SNA 産業連関表あるいは供給使用表の拡張の方向性

として、企業の持つ様々な異質性のうち、どのような要

素を把握し、組み入れるべきかについて改めて検討する

必要が生じている。

こうした状況の下、本稿では、企業活動基本調査、経

済センサス－活動調査（以下、「経済センサス」という）

や鉱工業投入調査といった、代表的な企業単位、事業所

単位の統計を用い、ミクロデータのマッチングを行うこ

とによって、我が国として、産業連関表あるいは供給使

用表に組み入れるべき異質性について、再検討を行うこ

ととする。

以下では、「２．」で、供給使用表に関する国際的な統

計整備の方向性を整理したうえで、「３．」で輸入中間財

比率の違いをもたらす企業の異質性について、輸出・非

輸出企業に区分に着目して、企業ベースおよび事業所ベ

ースで検討する。「４．」では、輸出・非輸出の区分で特

異な結果を示す産業に焦点を当てつつ、大・中小企業の

区分に着目して検討する。さらに、「５．」では本邦・外

資企業に、「６．」海外子会社の有無に焦点を当て、国際

貿易における重要度の観点から区分することに意義があ

るかを検討し、意義がある場合には、輸入中間財比率の

乖離を分析する。「７．」では、統計整備に関する事項も

含め、今後の検討課題を整理することとする。
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２．供給使用表に関する国際的統計整備の方向性

主要国においてグローバルバリューチェーンの構築が

進む中、OECD は、その実態を明らかにすべく付加価値

貿易指標を公表している。付加価値貿易指標は、OECD

国際産業連関表を基に作成されるため、同指標の精度向

上には当該産業連関表の改善が必要となる。そこで、

OECD では、国際産業連関表の元データとなる主要国か

ら提供される供給使用表や産業連関表のアップグレード

を求めている。

OECD では、付加価値貿易指標の精度向上を図るにあ

たり、①輸出企業と非輸出企業（あるいは大企業と中小

企業）、②外資企業と本邦企業、③海外子会社を保有す

る企業と保有しない企業、の間で、輸入中間財比率（利

用した輸入中間財の金額を産出額で除したもの）に大き

な違いがあることに着目している。OECD は、輸入中間

財の利用が大きくなると、輸出に占める外国付加価値の

ウェイトが高くなるため、①～③の企業の異質性を付加

価値貿易指標の作成に反映させることができれば、同指

標の精度を改善させることができると考えており、そう

した観点から、企業の異質性を組み入れる形での供給使

用表の拡張（ESUT の作成）を主要国に要請している。

これを表１のような拡張国際産業連関表の作成に繋げる

方針である（萩野 , 2016）。

さらに、経済のグローバル化が進む中、OECD では、

国民経済計算において、追加的な詳細情報を提供するこ

との重要性を強調しており、その典型例が、企業の異質

性を組み入れる形での供給使用表の拡張であるとしてい

る。例えば、アイルランドでは、米国プラットフォーム

企業の子会社が利益を計上した結果、2015 年に 25％を

超える経済成長率を記録した。これは実体経済の拡大に

よるものではなく、企業の利益がどの国に計上されるか

によって経済成長率が変動したものであることから、国

民経済計算の作成における新たな問題を投げかけること

となった。OECD では、こうしたケースの問題解決策と

して、供給使用表における産業分類を、①本邦企業（海

外子会社非保有本邦企業）、②本邦の多国籍企業（海外

子会社保有本邦企業）、③外国の多国籍企業に支配され

る企業（外資企業）に細分化する方法を提案している。

わが国でも、国際的な議論・要請に対応すべく ESUT

の作成を検討することが必要であるが、まずは、企業の

どのような異質性がわが国において重要であるか、判別

する必要がある。そうした観点から、次章では、輸入中

間財比率の違いを生み出す企業の異質性について、ミク

ロデータの分析を通じて検討することとする。

表１　OECD が提案する拡張国際産業連関表

Ａ国 Ｂ国 Ｃ国

輸出 非輸出 外資 本邦 外子有外子無 輸 非 外 本 有 無 輸 非 外 本 有 無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

輸出

非輸出

外資

本邦

外子有

外子無

付加価値

産出計

C国

産業１

産業２

産業３

中間消費計

Ａ国

産業１

産業２

産業３

Ｂ国

産業１

産業２

産業３

要需終最国Ｃ国Ｂ国Ａ

産業１ 産業２ 産業３ 産業１ 産業２ 産業３ 産業１ 産業２ 産業３
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３．輸出・非輸出企業の区分

（１）企業ベースの検討

萩野（2015）は、輸入中間財比率の乖離 3 をもたらす

企業の異質性について、輸出・非輸出企業間、外資・本

邦企業間の違いを企業活動基本調査のミクロデータを用

い、2011 年を対象に分析した。この結果、輸入中間財

比率は、輸出・非輸出企業間でほぼ 10％、外資・本邦

企業間で 15％超の乖離があることを明らかにした。そ

のうえで、わが国輸出入市場における外資企業の金額ウ

ェイトが低いことを勘案し、輸出・非輸出企業間の乖離

の分析に注力することとした。

その際、輸出・非輸出企業の区分は、輸出がゼロかプ

ラスの値かという閾値によって行った。他方、海外主要

国では、輸出が売上げの 10％以上を占める企業を輸出

企業、それ以外を非輸出企業として区分する例がみられ

る。そこで、本稿では、まず輸出・非輸出企業間の輸入

中間財比率の乖離について、どの程度の輸出比率が閾値

3 輸入中間財比率の乖離とは、例えば、輸出・非輸出企業間のものであれば「輸出企業の直接輸入 / 輸出企業の仕入 ― 非輸出企業の直

接輸入 / 非輸出企業の仕入」として計算される。

として妥当であるかどうかを確かめるべく、輸出比率を

0%、10%、20%….、90% と 10％刻みで区切って、当該

輸出比率以上の企業と未満の企業との間での輸入中間財

比率の乖離の計算を行った（表２）。

表２の示す情報を要約すると、まず、加工組立産業に

ついては、以下の通りである。すなわち、光学電気機械

は、2015 年には輸出比率 50％で、2011 年には輸出比率

90％での乖離が最も大きい。2011 年には輸出比率 100%

で乖離がマイナスとなる。一方、輸送機械では輸出比率

100% の点で乖離が急拡大し最大となる。これに対して、

一般機械では輸出比率の違いは乖離の大きさにそれほど

影響を与えていない。

次に、素材産業については、以下の通りである。すな

わち、金属では輸出比率 10％で乖離が最大となる（2011・

2015 年）。紙・パルプは、2015 年の輸出有り（0％超）

における乖離はマイナスとなるが、輸出比率が高まるほ

ど乖離は大きくなる傾向がある。一方、繊維では 2015

年には輸出比率 10％、2011 年には 20％をピークにして

表２　輸出比率毎の輸入中間財比率の乖離

輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食品 0.055 0.060 0.110 0.057 0.057 0.057 0.067 0.067 0.080 0.080 0.098

繊維 0.070 0.147 0.187 0.116 -0.056 -0.054 0.009 -0.101 -0.101 -0.101 -0.101

紙パ 0.027 0.064 0.366 0.444 0.509 0.540 0.762 0.967 0.967 0.967 0.967

化学 0.086 -0.156 -0.172 -0.143 -0.062 -0.025 -0.189 0.115 0.278 0.587 0.587

金属 0.034 0.104 0.125 0.194 0.295 0.428 0.239 0.262 -0.039 -0.011 -0.011

一般機械 0.067 0.043 0.035 0.024 -0.018 -0.023 -0.041 -0.044 -0.051 0.085 0.013

光学電機 0.103 0.108 0.101 0.097 0.143 0.127 0.249 0.282 0.378 0.605 0.069

輸送機械 0.037 0.030 0.024 0.022 0.017 0.006 0.035 0.052 0.035 0.002 0.395

その他製造 0.188 0.092 0.274 0.273 0.280 0.302 0.099 0.140 0.540 0.572 0.815

輸出有 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食品 0.046 0.084 0.329 0.245 0.288 0.340 0.392 0.392 0.743 0.743 0.963

繊維 0.104 0.124 0.009 -0.020 0.005 -0.113 -0.089 -0.088 -0.134 -0.134 -0.134

紙パ -0.007 0.058 0.098 0.339 0.352 0.503 0.627 0.627 0.961 0.961 0.961

化学 0.171 0.133 -0.132 -0.126 -0.087 -0.016 -0.002 -0.011 0.088 0.061 0.693

金属 0.055 0.092 0.110 0.030 0.241 0.545 0.577 0.595 0.715 0.849 0.870

一般機械 0.103 0.079 0.072 0.064 0.047 0.039 0.027 0.042 -0.077 0.054 -0.053

光学電機 0.178 0.168 0.142 0.152 0.229 0.230 0.142 0.153 0.201 0.141 -0.149

輸送機械 0.062 0.049 0.046 0.063 0.070 0.066 0.086 0.089 0.136 0.232 0.366

その他製造 0.189 0.081 0.030 0.122 0.110 0.161 0.206 0.418 0.217 0.069 -0.038

（2011年） 

（2015年） 

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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乖離は小さくなる。化学についても、輸出比率 10％を

ピーク（2011・2015 年）に輸出比率が高まるにつれ乖

離が小さくなり、マイナスとなる傾向がみられる。繊維、

化学については、輸出・非輸出以外の異質性基準を検討

する必要がありそうである。

ただ、輸入中間財比率の乖離が大きいからといって、

直ちに輸出・非輸出を区分する閾値として適当だとは言

えないことには、留意する必要がある。例えば、輸送機

械産業では、輸出比率 90~100％において輸入中間財比

率の乖離が大きいが、その背景として、輸出比率

90~100％のごく少数の企業がこうした乖離を生み出し

ている可能性がある。同様のことは他の産業にも言える。

そこで、輸入中間財比率の乖離に高輸出比率企業の仕入

総額を乗じることによって、産業全体の輸入中間財の多

寡に与えるインパクトを把握することを試みた。図１は、

輸出比率を 0%、10%、20%….、90% と 10％刻みで区切

って、各産業について指数化して示したものである。

上記の結果をみると、金属および紙・パルプでは輸出

比率 10％のインパクトが最大（2015 年）となることも

あり、海外主要国の 10％基準も強ち否定することもで

きないが、概して、輸出有（0％超）のインパクトが最

大である。従って、輸出・非輸出を異質性判断の基準と

し、各産業で閾値を一律とするのであれば、我が国にお

いては、輸出の有無（ゼロかプラスの値か）を閾値にし

て区分することが適当、との結論になるであろう。

（２）事業所ベースでの検討

前節では、輸入中間財比率に係る企業の異質性を企業

ベースで把握したが、本節では、これを事業所レベルで

把握することを試みる。前節で用いた企業活動基本調査

が企業単位の統計であるのに対して、本節で用いる経済

センサスおよび鉱工業投入調査は、事業所単位の情報が

得られる統計である。経済センサスは、2009 年の基本

調査から創始された統計であり、農林水産業における個

人事業者など一部を除いて、国内のすべての企業、事業

者を対象とする悉皆調査であり、産業統計の基礎とな

図１　輸出比率が輸入中間財の多寡に与えるインパクト

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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る 4。鉱工業投入調査は、産業連関表作成のために実施さ

れる産業連関構造調査の一つであり、製造業におけるア

クティビティ別の詳細な投入構造を把握することを目的

としたものである。

今回の分析では、2011 年と 2015 年を対象とした『経

済センサス－活動調査』と、2010 年と 2014 年を対象と

した鉱工業投入調査のデータを利用した。鉱工業投入調

査は産業連関表作成のために実施されるが、調査が単一

年に集中することを避けるべく、投入調査は前後の年も

含めて分散して実施することが通例となっており、つれ

て経済センサスと 1 年のズレが発生している。これ以降

の分析では、2010 年対象の鉱工業投入調査を 2011 年対

象の経済センサスに、2014 年対象の鉱工業投入調査を

2015 年対象の経済センサスとそれぞれ対応させる。以

下では、便宜的に前者を 2011 年、後者を 2015 年と呼ぶ

こととする。

事業所ベースの分析にあたっては、悉皆調査である経

済センサスの情報が基礎となる。経済センサスは、製造

業の事業所だけで 30 万件以上の情報を得ることができ

る。本稿で対象とする製造業を対象とした調査票には「直

接輸出の割合」という項目があり、これを用いて事業所

の輸出・非輸出の識別を行うことができる。しかし、投

入構造についていえば、経済センサスで把握されている

のは製造原価などの勘定科目に止まっており、中間財の

調達先が国内であるか輸入であるか区分されていない。

これを補完するべく、本稿では鉱工業投入調査を使用す

る。鉱工業投入調査では、商品別の投入物とそれに占め

る輸入割合が調査されており、経済センサスの事業所と

マッチングを行うことで、輸出・非輸出の事業所それぞ

れにおける輸入中間財比率を計算することができる。

事業所単位でのマッチングは、経済センサス、鉱工業

投入調査の個票データをそれぞれ入手したうえで、事業

所の郵便番号、住所、電話番号、名称などの様々な項目

を利用して行った。まず、これらの項目を用いて機械的

4 経済センサスは企業及び事業所を対象とした統計であるため、企業単位での情報も得られるが、本節では事業所単位での集計・分析を

行った。

なマッチングを行い、その後、レコードを目視で確認し

て誤ったマッチングの修正や、名称が異なるが同じ事業

所と思われるレコードの突き合わせなどを行った。その

結果、表３のように鉱工業投入調査の売上ベース、レコ

ード数のいずれにおいてもそれなりに高い割合でのマッ

チングを行うことができた。このように、目視による人

海戦術的な方法をとることができたのは、鉱工業投入調

査のサンプルサイズが 10,000 以下であり、目視による

確認が可能な程度であったことによる。経済センサス活

動調査には 30 万以上の事業所があるが、経済センサス

と鉱工業投入調査の両方の情報を必要とする本節の分析

では、サンプルサイズの小さい鉱工業投入調査の側に合

わせることとなった。

分析を進めるにあたり、ここで、経済センサスと鉱工

業投入調査の事業所概念について触れておきたい。表３

においてレコード数と呼ばれているものは、いわゆるア

クティビティを単位としており、一つの事業所が複数の

商品を生産している場合には、その生産技術等に応じて

分割が行われている。これに対して、経済センサスの統

計単位は事業所（Local Unit）であり、同じ敷地内にあ

れば異なる生産技術に基づく商品を生産していたとして

も、一つの事業所として数えられる。このため、鉱工業

投入調査の複数のレコードが、経済センサスの一つのレ

コードに対応することがあり得る。今回の分析では、わ

が国の産業連関表や国民経済計算において、事業所の概

念として産業（経済活動）の統計単位である事業所（Local 

Unit）を用いられていることを踏まえ、経済センサスに

おける事業所の概念に合わせて集計した。その結果とし

て、次節以降の分析では、事業所数が表３におけるレコ

ード数よりやや少なくなっている。一方、国際連合の

SNA マニュアルでは、統計単位として Local KAU（Local 

kind of activity unit）が推奨されているが、生産技術の同

質性に基づいて事業所を分割したものであり、いわばア

クティビティと Local Unit の中間にあたる概念である。

表３　経済センサスと鉱工業投入調査のマッチングの状況

2011 年 2015 年

売上 レコード数 売上 レコード数

マッチングができた事業所分（A） 83,683,519,613 6621 63,792,528,447 4,015
全事業所（B） 86,826,487,307 7084 65,785,454,556 4,199

マッチング率（A/B） 96.4% 93.5% 97.0% 95.6%

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。
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理想的には Local KAU 単位での分析を行うことが望ま

しいが、利用可能な情報に制約があるため、今回の分析

は経済センサスにおける事業所（Local Unit）を単位と

して行うことにした次第である。

既に述べたとおり、本節の分析では、輸出・非輸出の

識別にあたり経済センサスの調査項目である「直接輸出

の割合」を使用している。表４と表５は、2011 年と

2015 年のそれぞれについて、事業所数や、原材料使用

額とそれに占める輸入について、日本標準産業分類

（JSIC）の中分類（2 桁分類）別に集計したものである。

輸出事業所と非輸出事業所の識別は、輸出の有無によっ

て行った。このような基準としたのは、企業単位とは異

なり、事業所単位では輸出の無い事業所の割合が高く、

輸出割合を 10%、20％など高めていくと、サンプルサ

イズが著しく小さくなってしまうためである。製造業全

体としては数千程度のサンプルサイズを確保しているが、

表４　産業別の輸出・非輸出事業所数と中間財輸入比率（2011 年）

全事業所 うち輸出 使用額 輸入額
輸入

比率
使用額 輸入額

輸入

比率
使用額 輸入額

輸入

比率

6.0753,721405,235,12%0.00139,436%6.0753,721534,761,2215業造製品料食90 %

%9.11289,2750,52%0.000%9.11289,2750,5201業造製料飼・こばた・料飲01

173%5.31728,267,8846,018,46%3.7052,170,23932,744,63406674業工維繊11 ,636,591 23,308,423 6.3%

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 82 1 147,836,545 15,454,152 10.5% 39,230 0 0.0% 147,797,315 15,454,152 10.5%

31%5.6430,339561,534,41%2.9559,180,41978,429,2515701業造製品備装・具家31 8,489,714 13,148,921 9.5%

13,01842,194,002%3.5795,392,75676,419,870,103082業造製品工加紙・紙・プルパ41 1,691 5.1% 878,423,428 46,981,905 5.3%

,472%1.1774,230,1518,090,69%7.2631,148,9799,542,073999業連関同・刷印51 155,182 8,808,659 3.2%

7,564,371951,347,206,1%0.31995,146,154718,342,164,3091865業工学化61 02 10.8% 1,858,500,658 278,175,897 15.0%

1730,610,414,5%5.73339,435,663,2758,324,613,61288業造製品製炭石・品製油石71 ,967,344,613 36.3% 902,407,820 399,190,320 44.2%

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 313 51 1,239,617,022 20,886,727 1.7% 352,063,389 8,679,837 2.5% 887,553,633 12,206,889 1.4%

13%6.1002,804,3791,854,902%6.1352,252,8702,392,7250298業造製品製ムゴ91 7,835,010 4,844,053 1.5%

730,3911,115,93%0.000%7.7837,730,3911,115,93064業造製皮毛・品製同・革しめな02 ,738 7.7%

03,619,04089,613,691%8.31929,446,68579,676,92695353業造製品製石土・業窯12 8 20.8% 433,359,995 45,728,621 10.6%

709,312,743740,904,798,1%4.61822,276,538237,835,201,566673業鋼鉄22 18.3% 3,205,129,685 488,458,321 15.2%

40,869,22343,133,994%8.81064,272,115632,947,527,224542業造製属金鉄非32 7 4.6% 2,226,417,893 488,304,413 21.9%

4478,351,41228,521,092%0.2680,538,32621,483,981,118484業造製品製属金42 .9% 899,258,304 9,681,211 1.1%

,104,62483,682,589%7.3923,656,76034,921,218,1401083業造製具器械機用んは52 513 2.7% 826,843,046 41,254,816 5.0%

69,83655,422,403,1%6.3166,719,57034,283,280,2242516業造製具器械機用産生62 1,968 3.0% 778,157,874 36,955,693 4.7%

944,760,31199,374,832%7.2815,726,32232,984,27827181業造製具器械機用務業72 5.5% 634,015,241 10,560,070 1.7%

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 267 84 2,574,001,876 105,494,544 4.1% 1,209,986,066 62,111,731 5.1% 1,364,015,810 43,382,814 3.2%

,318,73372,088,678%4.4601,330,311153,670,185,2621104業造製具器械機気電92 846 4.3% 1,704,196,078 75,219,260 4.4%

04,231369,890,156%5.5287,052,441291,126,416,263331業造製具器械機信通報情03 5,628 20.3% 1,963,522,229 11,845,154 0.6%

654231,980,281,5%8.4173,749,425215,027,159,01521384業造製具器械機用送輸13 ,036,393 8.8% 5,769,631,380 68,910,977 1.2%

%4.4662,704,5062,057,321%9.7246,622,13548,985,39326912業造製の他のそ23 269,839,585 25,819,376 9.6%

その他（非マッチング事業所） 445 - 1,407,373,646 63,253,501 4.5% - - 0.0% - - 0.0%

173,3636,557,904,12%5.11738,750,685,5334,483,927,84784,1637,6計合 ,396,311 15.7% 25,912,255,151 2,151,408,024 8.3%

産業

２桁
名称

しな出輸りあ出輸所業事全数所業事

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。

表５　産業別の輸出・非輸出事業所数と中間財輸入比率（2015 年）

全事業所 うち輸出 使用額 輸入額
輸入
比率

使用額 輸入額
輸入
比率

使用額 輸入額
輸入
比率

%0.000%0.000%0.00000業造製品料食90

%0.000%0.000%0.00000業造製料飼・こばた・料飲01

2%1.32347,601,01137,796,34%1.21297,146,33867,950,87253552業工維繊11 34,362,037 23,535,048 10.0%

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 115 1 192,527,379 30,060,275 15.6% 85,800 15,487 18.1% 192,441,579 30,044,788 15.6%

2,201%6.8648,212429,264,2%2.6386,635,6220,566,401599業造製品備装・具家31 02,098 6,323,837 6.2%

47,3032,056,782%7.9996,922,801266,925,011,162652業造製品工加紙・紙・プルパ41 4,487 1.3% 822,879,432 104,485,212 12.7%

552,26%1.0518,521706,785,48%0.2713,979,2972,348,641518業連関同・刷印51 ,672 2,853,502 4.6%

33,602,702089,985,292,1%2.11071,740,292096,869,716,275171業工学化61 1 16.0% 1,325,378,710 84,840,839 6.4%

516641,066,382,8%7.7248,465,946799,221,644,891101業造製品製炭石・品製油石71 ,103,387 7.4% 162,462,851 34,461,455 21.2%

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 360 54 1,131,591,050 38,245,290 3.4% 291,176,300 7,677,561 2.6% 840,414,750 30,567,729 3.6%

%7.82588,542,32966,729,08%5.4307,620,82946,843,4266128業造製品製ムゴ91 543,420,980 4,780,818 0.9%

3237,444,1891,501,4%2.72302,050,01626,498,63463業造製皮毛・品製同・革しめな02 5.2% 32,789,428 8,605,472 26.2%

1,579,61424,576,801%3.12735,783,151546,292,11744924業造製品製石土・業窯12 78 15.6% 602,617,221 134,412,360 22.3%

8%0.7414,791,32739,744,133%1.4796,550,05465,755,912,132351業鋼鉄22 88,109,627 26,858,283 3.0%

36,763,283802,318,807%1.52311,492,974912,382,909,16116業造製属金鉄非32 8 53.9% 1,200,470,011 96,926,475 8.1%

3.6426,244,11794,476,181%9.2575,131,82501,496,97987264業造製品製属金42 % 798,019,608 16,688,951 2.1%

0,855,93039,721,548%6.4540,683,36393,683,663,117851業造製具器械機用んは52 25 4.7% 521,258,463 23,828,020 4.6%

,677,64198,024,189%9.3864,959,18419,170,301,2921043業造製具器械機用産生62 164 4.8% 1,121,651,023 35,183,304 3.1%

.1310,297,5310,300,003%1.2949,824,41409,956,3866478業造製具器械機用務業72 9% 383,656,891 8,636,936 2.3%

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 62 25 1,868,637,344 31,426,931 1.7% 1,174,209,747 14,046,870 1.2% 694,427,597 17,380,061 2.5%

4,930,92603,244,065%9.6523,735,311860,540,746,144021業造製具器械機気電92 45 5.2% 1,086,602,762 84,497,880 7.8%

499,73250,311,451%4.71561,590,871271,688,120,18134業造製具器械機信通報情03 ,570 24.7% 867,773,120 140,100,595 16.1%

9,045820,703,773,4%6.7703,577,586348,896,060,975521業造製具器械機用送輸13 12,415 12.4% 4,683,391,815 144,862,892 3.1%

63996,346,87469,316,312%1.42977,631,58169,555,35343061業造製の他のそ23 .8% 139,941,997 6,493,080 4.6%

#N/A %0.0--%0.0--%5.62767,022,091301,251,917-971）所業事グンチッマ非（他のそ

26,590,2285,297,703,02%7.8336,712,253,3753,274,333,83708539,3計合 9,327 10.3% 17,306,527,672 1,066,367,538 6.2%

輸出なし
産業
２桁

名称
りあ出輸所業事全数所業事

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。
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拡張供給使用表に組み入れるべき企業の異質性

これを産業別に分けていくと 1 つの中分類に含まれる事

業所数は数百程度までに減少する。そこからさらに輸出

事業所を抽出すると、サンプルサイズはより小さくなっ

てしまい、代表性が損なわれてしまう。このような事情

から、本節では輸出の有無によって輸出・非輸出事業所

の識別を行った。

上記集計値をみると、産業全体では 2011 年と 2015 年

のいずれにおいても、輸出事業所の方が中間財の輸入比

率が高い。「輸出事業所は国際的なサプライチェーンに

組み込まれており、非輸出の事業所と比べると輸入比率

が高い」という傾向は、このデータからも確認できる。

しかし、産業別の値をみると、部門ごとにかなりばらつ

きがあることが分かる。その背景には、もちろん産業ご

との傾向の相違もあると考えられるが、それだけでなく、

サンプルサイズが小さいことによってデータに大きなば

らつきが現れている可能性がある。表４と表５をみると

分かるように、産業によっては輸出事業所が 10 以下と

なってしまう。そこで、以下では、個別の部門について

取り上げる場合には、サンプルサイズが比較的多く確保

できる産業を対象にすることとする。

次に、輸入割合のばらつきについて検討する。まず、

輸入割合を 100% になるまで 10% ごとに区切って、各

階層に属する事業所数を集計する（表６）と、多くの事

業所が輸入比率 10% 未満の階層に属していることが分

かる。産業別にみると、繊維産業において輸入比率が高

い事業所が比較的多い。ただ、表６は事業所の数でみた

ものであるため、事業所の規模を反映していない。そこ

で、同様の様式で金額ベースの集計を行う（表７）と、

事業所数では多かった輸入比率 0~10% が占める割合は

小さく、むしろ 20 ～ 30%、90 ～ 100% 事業所の輸入額

が占める割合が大きいことが分かる。

こうした結果は、少数ではあるが多額の輸入を行って

いる事業所が存在することを示唆している。個票データ

まで遡ると、そうした事業所は石油・石炭製品や、鉄鋼、

非鉄金属などの産業で多くみられた。これらの産業につ

いては輸出・非輸出による区分ではなく、大企業・中小

企業あるいは大規模・中小規模事業所といった、規模に

よる分割が適当である可能性がある。表８は、経済セン

サスのデータに基づいて、2015 年時点における産業中

分類別の事業所数、輸出事業所、製造品出荷額について

集計したものであるが、これを見ると、産業ごとの事業

所数に占める輸出事業所の割合にはかなり差異があるこ

とが分かる。先程取り上げた石油・石炭製品、鉄鋼、非

鉄金属などは、輸出事業所の数が比較的少ない部類に属

する。こうした産業は、経済センサスのような悉皆調査

であれば一定程度の事業所の回答数が得られるが、鉱工

業投入調査のような詳細な標本調査において輸出・非輸

出といった条件を適用してしまうと、事業所の回答有無

の影響を受け著しくデータが少なくなってしまう場合が

ある。このような側面を踏まえると、製造業の部門を分

割するにあたっては、適切なサンプルサイズが得られる

かという観点からも検討する必要があるだろう。

表６　中間財の輸入割合ごとの事業所数（2015 年）

計001001～0909～0808～0707～0606～0505～0404～0303～0202～0101～0称名桁２業産

000000000000業造製品料食90

000000000000業造製料飼・こばた・料飲01

552742232911811691業工維繊11

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 79 5 4 5 4 4 6 0 4 2 2 115

99002121141897業造製品備装・具家31

6521100045748622業造製品工加紙・紙・プルパ41

18000111101157業連関同・刷印51

1711124132658831業工学化61

101010020103229業造製品製炭石・品製油石71

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 326 12 8 3 0 2 2 0 0 2 5 360

28111012141196業造製品製ムゴ91

63013110501132業造製皮毛・品製同・革しめな02

9244301234397393業造製品製石土・業窯12

3510011231022141業鋼鉄22

06121033113324業造製属金鉄非32

26461102141711824業造製品製属金42

8512001003568331業造製具器械機用んは52

0433101313187213業造製具器械機用産生62

78000000203487業造製具器械機用務業72

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 58 0 0 2 0 1 0 0 0 1 0 62

0211000110326601業造製具器械機気電92

34001002026203業造製具器械機信通報情03

5210100311366401業造製具器械機用送輸13

0611120014943531業造製の他のそ23

#N/A その他（非マッチング事業所） - - - - - - - - - - - -

557,3533202315363250729611362,3計合

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。
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表７　中間財の輸入割合ごとの輸入額（2015 年）

計001001～0909～0808～0707～0606～0505～0404～0303～0202～0101～0称名桁２業産

000000000000業造製品料食90

000000000000業造製料飼・こばた・料飲01

2,460,1345,271099,252,9655,873,3705,331,2590,700,3912,638業工維繊11 75 732,220 4,767,604 3,488,693 4,808,090 33,641,792

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 258,309 666,571 384,423 11,433,653 2,404,046 4,047,467 3,773,285 0 5,338,674 351,724 1,402,123 30,060,275

,066243,553324,070,1050,585,1108,541145,489,1802,744業造製品備装・具家31 301 80,587 207,429 0 0 6,536,683

,21613,091,5997,093業造製品工加紙・紙・プルパ41 048,988 21,229,926 31,613,152 31,194,848 0 0 0 3,049,357 3,512,313 108,229,699

00613,001381,011977,941453,239,10518,521059,571919,483業連関同・刷印51 0 2,979,317

23,575,01936,934,4639,628,9911,884,46053,876,21910,238,11業工学化61 6 982,737 56,459,763 3,925,740 2,688,774 114,149,766 292,047,170

,6825,532,01699,73業造製品製炭石・品製油石71 842,946 0 20,963,194 0 5,357,069 0 0 606,128,110 0 649,564,842

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 2,442,474 8,156,302 3,967,951 2,682,243 0 3,051,257 1,276,756 0 0 1,755,743 14,912,565 38,245,290

0978,943999,585,22690,69787,479,1068,183341,495163,407業造製品製ムゴ91 278,025 21,241 1,040,312 28,026,703

882,5410業造製皮毛・品製同・革しめな02 381,231 0 3,752,417 0 687,692 312,205 4,476,972 294,400 0 10,050,203

,3144,661,1660,538,1業造製品製石土・業窯12 986,340 2,651,999 3,200,083 125,367,494 10,544,461 161,188 0 659,725 1,814,740 151,387,537

,1042,884,2362,035,91410,489,50344,656,1512,892,3723,622,5業鋼鉄22 907,628 9,964,568 0 0 50,055,697

5,473,61606,631,34488,945,1190,182,81513,554,21309,046業造製属金鉄非32 34 50,912,295 0 41,745,043 293,965,305 233,137 479,294,113

,1186,306493,853,3913,401,1583,371,2005,435,3560,121,3業造製品製属金42 906,050 0 928,242 6,348,837 5,053,102 28,131,575

,02437,332,6085,336,2業造製具器械機用んは52 983,696 20,268,795 10,382,312 0 0 2,561,874 0 0 322,055 63,386,045

,81093,578,23178,739,91業造製具器械機用産生62 959,719 156,575 683,719 445,842 1,542,813 134,526 0 242,511 6,980,501 81,959,468

,2049,725,4139,421,4業造製具器械機用務業72 994,827 0 2,781,252 0 0 0 0 0 0 14,428,949

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 2,224,273 0 0 2,503,285 0 16,736,058 0 0 0 9,963,314 0 31,426,931

262,1043,440169,059,51753,215,62397,594,32106,392,51業造製具器械機気電92 ,469 0 0 0 30,977,804 113,537,325

,97786,788,7149,185,2業造製具器械機信通報情03 830,893 11,695,690 0 43,610,029 0 0 32,488,925 0 0 178,095,165

,573144,264,11329,757,86業造製具器械機用送輸13 295,501 30,718,697 859,853 83,347,995 114,998,572 0 0 334,324 0 685,775,307

359,970,92595,885,54049,195,3434,621,3156,721589,240,1業造製の他のそ23 0 0 1,989,539 509,754 79,928 85,136,779

72,704931,994,191592,303,241623,107,446091,998,941177,457,441計合 2,750 197,917,078 62,450,306 106,110,761 929,801,812 185,286,536 3,161,996,965

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。

表８　産業中分類別の事業所数、出荷額（2015 年）

 等額荷出品造製出輸ちう数所業事称名桁２業産

913,332,8213305193業造製品料食90

524,182,011732776業造製料飼・こばた・料飲01

616,860,437200323業工維繊11

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 11399 55 2,745,587

455,969,13549771業造製品備装・具家31

813,913,70312198業造製品工加紙・紙・プルパ41

742,854,54804122業連関同・刷印51

815,927,825778875業工学化61

206,695,41954221業造製品製炭石・品製油石71

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 18575 506 11,841,076

516,215,36310104業造製品製ムゴ91

562,743536273業造製皮毛・品製同・革しめな02

399,855,771300271業造製品製石土・業窯12

717,288,713024217業鋼鉄22

424,596,93816224業造製属金鉄非32

568,805,4114644374業造製品製属金42

634,278,0186571801業造製具器械機用んは52

628,500,81067165723業造製具器械機用産生62

305,273,74559186業造製具器械機用務業72

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 5987 509 14,815,346

635,924,7135764031業造製具器械機気電92

616,756,83616181業造製具器械機信通報情03

304,427,4667648451業造製具器械機用送輸13

663,651,455434322業造製の他のそ23

471,387,4130959257653計合

注：経済産業省経済センサスおよび鉱工業投入調査の調査票情報を独自集計したものである。
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４．企業規模（大・中小企業）による区分

萩野・時子山（2016）は、輸入中間財比率の乖離を中

間財の品目毎に分析し、その結果、輸出・非輸出による

区分では、繊維・化学産業等において当該乖離がマイナ

スになること示した。今回の検討でも、３．（１）の企

業ベースの把握において、金属や化学において輸入中間

財比率の乖離がマイナスになることが多くみられたほか、

３．（２）の事業所ベースの把握でも、化学や金属にお

いて、少数の大規模事業所が多額の輸入を行っているこ

とが示唆されており、大・中小企業といった企業規模に

係る異質性に焦点を当てる意義を確かめることができた。

そこで、本章では、企業ベースにおいて、輸出・非輸

出企業、大・中小企業の何れの異質性が重要であるか、

検討することとする。３．（１）の検討を踏まえ、輸出

企業と非輸出企業の区別は、企業活動基本調査における

輸出比率（売上に占める直接輸出の割合）が 0％超の企

業を輸出企業とみなすことで行った。一方、大・中小企

業の区別は、中小企業法に規定されているように従業員

300 人かつ資本金 3 億円超の企業を大企業とみなす方法

（図２－１）、および、法人企業統計調査に用いられてい

るように資本金 10 億円以上の企業を大企業とみなす方

法（図２－２）の二通りの方法により行った。

図２－１　輸入中間比率の乖離（大企業：資本金 3 億円超）

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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上記の計測結果から、光学電気機械産業をはじめ加工

組立産業では、輸出・非輸出企業間の輸入中間財比率の

乖離が、大・中小企業間の輸入中間財比率の乖離よりも

大きいことが分かる。なお、光学電気機械産業では、大

企業に中堅企業も含め広く捉える（図２－１）方が、含

めない（図２－２）よりも大・中小企業間の輸入中間財

比率の乖離が大きい。これは、同産業において輸出入に

関与する中堅企業の層の厚さを反映しているものと考え

られる。

他方、素材産業においては、化学および金属において、

大・中小企業間の輸入中間財比率の乖離が、輸出・非輸

出企業間の乖離よりも大きい。このように、両産業では、

企業の異質性として企業規模を用いることが有用である

可能性がある。なお、大企業の範囲を 2 通りの方法で定

めたが、化学産業では、大企業を限定的に捉える（図２

－２）方が、大企業に中堅企業も含め広く捉える（図２

－１）よりも大・中小企業間の輸入中間財比率の乖離が

若干大きい。これは、萩野・時子山（2016）が指摘した

ように、石油コンビナート等、原材料の輸入から生産ま

で一貫した製造プラントを持つ企業が、多くの輸入中間

財を投入することに起因するものと考えられる。

こうした点を確かめるべく、化学産業を石油化学産業

と非石油化学産業に分け、非石油化学産業を、さらに化

学、ゴム・プラスチック、窯業・土石の各産業に分ける

ほか、金属についても、銑鉄、鋳鍛造品、非鉄、非鉄加

工、その他金属の各産業に分ける形で、輸入中間財比率

の乖離を計測してみた（表９）

その結果、化学のうち特に石油化学産業で乖離が大き

いことが分かった。石油化学産業は、資本集約的な製造

プラントを持ち、企業規模が大きいほど原材料の輸入か

ら生産までの一貫度が高い。このため、大・中小企業の

違いが、輸入中間財比率を大きく乖離させているものと

考えられる。他方、非石油化学産業では、ゴム・プラス

チック、窯業・土石において、大企業の輸入中間財比率

と中小企業の輸入中間財比率の間に正の乖離がみられる

ものの、化学産業では負の乖離が生じており、全体とし

ては大・中小企業間の乖離がそれほど大きくない。これ

らの点を鑑みると、化学産業では、特に石油化学産業に

図２－２　輸入中間比率の乖離（大企業：資本金 10 億円以上）

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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おいて大・中小企業間の異質性が重要であると言えるだ

ろう。

金属産業では、銑鉄で乖離が顕著であり、非鉄ではあ

る程度の乖離がみられる。これらの産業は、石油化学と

同様に資本集約的な製造プラントを持ち、企業規模が大

きいほど原材料の輸入から生産までの一貫度が高い。他

方、非鉄加工、非鉄加工、その他金属といった金属加工

産業においては、大・中層企業間の乖離が大きくないか、

乖離がマイナスである。このように、金属では、特に銑

鉄や非鉄において大・中企業間の異質性が重要であると

言えるだろう。

５．企業の所有形態（本邦・外資企業）による区分

多くの発展途上国や新興国では、外資企業が国際貿易

において重要な役割を担っており、本邦企業と外資企業

を区分する意義は大きいと考えられる。しかし、我が国

の場合、企業特性別貿易統計の枠組みで企業を本邦企業

と外資企業に区分してみると、2011 年データを用いた

計測結果（萩野，2015）と整合的に、同じ先進国である

欧州主要国との対比でみても、金額、企業数両面で、外

資企業の国際財貨貿易における重要度が極めて低い（図

３－１、図３－２）。このため、供給使用表の拡張にお

いて、本邦企業と外資企業を区分するプライオリティー

は、我が国の場合、然程高くないと言えるであろう。

企業特性別貿易統計（Trade by Enterprise Characteristics 

Statistics、TEC 統計と呼称される）は、国際貿易を行う

企業の特性（経済活動、規模、所有形態等）別に計数を

集計した統計であり、まさに、企業の異質性を反映した

国際貿易統計である。従来の貿易統計は、何を（どのよ

うな財を）、誰と（何れの国・地域と）貿易したかを明

らかにするが、企業特性別貿易統計は、誰が（どのよう

な企業が）貿易を行ったかを明らかにするものである。

企業特性別貿易統計は、一般に、国際財貨貿易統計のミ

表９　化学・金属産業の内訳における輸入中間財比率の乖離

資本金10憶円基準 資本金3憶円基準 資本金10憶円基準 資本金3憶円基準

.0）学化（ 214 0.196 0.206 0.191

.0学化油石 335 0.314 0.397 0.344

.0学化油石非 058 0.048 0.023 0.024

.0学化 031 0.032 -0.027 -0.029

.0ムゴ 126 0.084 0.088 0.072

.0石土業窯 044 0.038 0.062 0.054

.0）属金（ 153 0.141 0.098 0.078

.0鉄銑 269 0.260 0.190 0.188

.0-品造鍛鋳 012 -0.013 -0.006 -0.004

.0鉄非 044 0.061 0.048 0.018

.0工加鉄非 004 0.006 -0.009 -0.050

その他金属 -0.010 -0.012 0.003 -0.006

年5102年1102

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。

図３－１　本邦企業と外資企業の財貨輸出入金額ウェイト（2017 年）

注： ドイツ、英国、フランスについては、OECD.Stat の TEC 統計を用い筆者が作成した。日本については、経済

産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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クロデータと企業の特性情報を、企業レベルでリンクす

ることにより作成され、貿易データを所管する税関当局

と、企業レジスターを運営・管理する政府統計機関が協

力して作成する国が多い。しかし我が国では、貿易統計

のミクロデータが利用可能でないこともあって、そうし

た方法で企業特性別貿易統計を作成することができない。

そこで、企業活動基本調査のミクロデータを用いて、当

該統計の枠組みに沿ったデータを集計し、欧州主要国の

企業特性別貿易データと比較した。この点、企業統計基

本調査は従業者 50 人以上かつ資本金又は出資金 3,000

万円以上の会社を調査対象とするものであり、これより

規模の小さい企業を含まないこと。このため、そうした

中小零細企業を含むような悉皆的なデータで我が国につ

いて計測すると、国際財貨貿易における外資企業の重要

度がより小さく見える結果になると想定される。

６．海外子会社保有の有無による区分

米国経済分析局では、米国供給使用表の作成にあたり、

海外子会社を保有する企業と保有しない企業に細分類す

る形で企業の異質性を同表に組み入れている。確かに、

海外子会社を保有する企業は、海外子会社から中間財を

輸入することが考えられるため、これを保有しない企業

よりも輸入中間財比率が高いことが想定される。加えて、

企業特性別貿易統計の枠組みで、本邦企業について、海

外子会社を保有する企業と海外子会社を保有しない企業

に区分してみると、我が国では、欧州主要国との対比で

も、海外子会社保有企業の国際財貨貿易における重要度

が金額ベースで極めて高い（図４）。

この点、我が国についての計測は、企業活動基本調査

を用いて行ったものであり、前述のように当該調査が零

細企業を含まないことから、中小零細企業も含む悉皆的

な計測では当該重要性が多少低下する結果になると考え

図３－２　本邦企業と外資企業の財貨輸出入企業数ウェイト（2017 年）

注： ドイツ、英国、フランスについては、OECD.Stat の TEC 統計を用い筆者が作成した。日本については、経済

産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。

図４　海外子会社保有企業・非保有企業の財貨輸出入金額ウェイト（2017 年）

注： 英国、フランスについては、OECD.Stat の TEC データを用い筆者が作成。日本については、経済産業省企業

活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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られる。しかし、少なくとも、欧州主要国と比較で見劣

りのしない水準に達しているであろう。そうした点を勘

案すると、仮に、海外子会社保有企業と非保有企業の輸

入中間財比率の乖離が大きければ、供給使用表の拡張に

あたり両者を区分する意義がある。そこで、この点を確

かめるべく、我が国について、当該乖離を計測してみた

（図５）。

上記の計測結果をみると、海外子会社を保有する企業

と保有しない企業の間の輸入中間財比率の乖離は、金属

においてのみ輸出・非輸出企業間、大・中小企業間の輸

入中間財比率乖離を大きく上回っている。これは、金属

産業においては原材料を輸入に頼る企業が多く、そうし

た企業が原材料の開発や採掘にあたり海外子会社を活用

していることに起因すると考えられる。このように、金

属産業では輸入中間財の多寡を左右する企業の異質性と

して海外子会社保有が最も重要な要素と考えられるが、

その他の産業では必ずしも決定的に重要な要素であると

は言えない。

なお、繊維および紙・パルプについては、海外子会社

を保有する企業と保有しない企業の間の輸入中間財比率

の乖離が、輸出・非輸出企業間の輸入中間財比率乖離に

拮抗している。これは、繊維および紙・パルプにおいて

は、海外子会社を保有する少数の企業が集中的に輸入を

行う、という状況を反映したものと考えられる。すなわ

ち、海外の安い人件費を活用する目的で海外進出を行っ

た企業では、海外子会社が日本での生産の後方に位置す

る結果、海外子会社からの輸入が嵩む、といった構図が

うかがわれる。

この点、山田（2010）は 2000 年以降の中国の貿易に

占める外資系企業の割合を計算し、2000 年には輸出で

47.8％，輸入で 52.1％が外資系企業 で占められており、 

その割合がそれ以降も上昇していることを確認したうえ

で、中国の貿易における外資系企業の貢献度の高さを指

摘している。これは、外資企業、すなわち海外子会社の

輸入依存度の高さを示唆するものであり、輸入中間財の

多寡を左右する企業の異質性として、海外子会社の保有

が必ずしも決定的に重要な要素であるとはいえないとい

う、本項における前述の分析と相違する。

図５　輸入中間比率の乖離（海外子会社保有・非保有企業間の乖離）

注：経済産業省企業活動基本調査の調査票情報を独自集計したものである。
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こうした違いは、グローバルバリューチェーンにおけ

る日本と中国の立ち位置が異なっていることに起因する

ものと考えられる。すなわち、ある企業グループが日本

→中国→最終消費地という財貨の流れを作り出している

とすると、中国では海外子会社の輸入中間財比率が高く

なるが、日本では海外子会社を持つ企業の輸入中間財比

率が相対的に高くはならない、という形になるだろう。

こうした仮定に基づくと、金属や紙パでは、金属や木材

の資源国→日本という財貨の流れが、また繊維では縫製

等の加工国→日本という財貨の流れが作りだされている

ために、海外子会社を持つ企業の輸入中間財比率が相対

的に高くなっていると考えられる。

７．今後の課題（結びに代えて）

本稿では、拡張供給使用表に組み入れるべき企業の異

質性を検討した。総じてみれば、加工組立産業では輸出・

非輸出による区分が、素材産業では大・中小企業や海外

子会社有無による区分が有用と言えるだろう。今後は、

そうした点を踏まえ、企業の異質性を組み入れた拡張供

給使用表を試作し、OECD と協議することとしたい。

他方、次期 SNA 改訂にあたり、グローバリゼーショ

ンが SNA に与える影響を把握する観点から、供給使用

表において、産業分類を、①本邦企業（海外子会社非保

有本邦企業）、②本邦の多国籍企業（海外子会社保有本

邦企業）、③外国の多国籍企業に支配される企業（外資

企業）といった、3 つの範疇に区分に区分する拡張方法

が提案されている。上記５．では国際貿易に占める外資

企業のウェイトが低いとの結果が得られ、上記６．では、

輸入中間財比率に係る異質性では、海外子会社保有の有

無による区分が然程の重要性を持たないとの示唆が得ら

れたが、GDP に対する貢献という観点では、これらが

重要な区分である可能性もある。この点を踏まえ、上記

3 区分の拡張表の作成にも取り組んで行くこととしたい。

なお、輸出・非輸出、大・中小企業といった異質性に

ついては、識別をどの単位で行うべきかを検討して行く

必要がある。すなわち、ESUT の実際の作業にあたり、

輸出・非輸出（あるいは大規模・中小）の識別は、企業

単位と事業所単位の両方が考えられる。企業単位で行う

場合には、企業活動基本調査を用いた分析のように輸出・

非輸出の判定を企業ごとに行い、輸出企業であれば傘下

の事業所をすべて輸出事業所とみなす。事業所単位で行

う場合には、経済センサス及び鉱工業投入調査を用いた

分析のように、事業所単位で輸出・非輸出の判定を行う

ことになる。現行 SNA の統計単位は事業所であるため、

最終的な統計表における統計単位はいずれの方法をとっ

たとしても事業所となるが、他方で、海外子会社保有の

有無は企業単位でした識別できない。国際的な議論では

では、そうした点も踏まえ、SNA の統計単位を事業所

ではなく企業にすべき、といった指摘もみられ始めてい

る状況である。どちらの方法によることが適切か、今後、

OECD や海外主要国と議論しつつ検討していきたい。
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